
（平成２４年３月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 16 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

兵庫厚生年金 事案 4644 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：   

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年 12月１日から 39年８月 30日まで 

私は、昭和 39年８月 29日に５年間勤務したＡ社（現在は、Ｂ社）を結婚

のため退職したが、申立期間に係る脱退手当金を受け取った記憶は無いにも

かかわらず、脱退手当金が支給された記録となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約 13か月後の昭和 40年 10月７日に支給決定されたことになってお

り、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立期間に係る脱退手当金は、申立人の婚姻後約 10 か月後に支給決

定されているが、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金

保険被保険者台帳記号番号払出簿において申立人の氏名は旧姓のままである

ことから、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4645 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16 年 12 月 15

日は 52万 4,000円、17年３月 15日は 10万円、18年 12月 15日は 49万円、

19年３月 15日は 10万 6,000円、同年７月 14日は 43万 1,000円、同年 12月

14日は 50万 3,000円、20年３月 14日は 10万 7,000円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 16年 12月 15日 

② 平成 17年３月 15日 

             ③ 平成 18年 12月 15日 

             ④ 平成 19年３月 15日 

             ⑤ 平成 19年７月 14日 

             ⑥ 平成 19年 12月 14日 

             ⑦ 平成 20年３月 14日 

私は、Ａ社に勤務しているが、申立期間に支給された賞与から厚生年金保

険料が控除されているのに、年金記録に反映されていない。調査の上、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

特例法に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額



 

及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、

これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、Ａ社が保管する賞与台帳等の

厚生年金保険料控除額から、平成 16 年 12 月 15 日は 52 万 4,000 円、17 年３

月 15日は 10万円、18年 12月 15日は 49万円、19年３月 15日は 10万 6,000

円、同年７月 14日は 43万 1,000円、同年 12月 14日は 50万 3,000円、20年

３月 14日は 10万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主

が申立期間当時の事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 4646 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 45 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得

した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったことが認められること

から、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格取得日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、３万 6,000円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 45年４月１日から同年５月 17日まで 

私は、昭和 45年４月１日にＡ社に入社し、同社Ｂ支店において新入社員

研修を受けた後、同年５月中旬にＣ事業所駐在となり、48年７月 31日まで

は同事業所に継続して勤務したにもかかわらず、厚生年金保険被保険者資格

の取得日は 45年５月 17日となっており、申立期間の被保険者記録が無いこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあったＡ社が作成した在職証明書、同社から提出のあった

厚生年金台帳及び同社の申立人に係る厚生年金保険料控除についての回答等

により、申立人は、申立期間において同社に継続して勤務し、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

また、Ｄ健康保険組合は、「申立人の健康保険被保険者資格の取得年月日は

昭和 45 年４月１日であり、申立期間当時の健康保険被保険者資格取得届は、

厚生年金保険被保険者資格取得届と複写式であったと思われる。」と回答して

いることから、Ａ社は、同組合に提出したものと同一の厚生年金保険被保険者

資格取得届を社会保険事務所に提出したものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 45 年４月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったこと

が認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、同期入社の同僚の標準報酬月額

 



 

及び申立人のＡ社に係る昭和 45 年５月の厚生年金保険被保険者名簿の記録か

ら、３万 6,000円とすることが妥当である。



 

兵庫厚生年金 事案 4647 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 24年 11月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険出張所（当時）に対し行ったことが認められ、かつ、

申立人のＡ社における資格喪失日は、26年２月 28日であったと認められるこ

とから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 24 年 11 月から 26 年１月

までは 8,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住 所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 24年 11月１日から 26年４月１日まで 

私の夫は、兄たちが設立したＡ社に入社し、昭和 24年 10月には同社専務

であり、26 年３月末頃に同社を清算するまでの間、継続して勤務していた

にもかかわらず、同社に係る厚生年金保険の加入記録が無いことに納得でき

ない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」とい

う。）及び厚生年金保険被保険者台帳（以下「旧台帳」という。）によると、

申立人と同姓同名で生年月日が一致し、被保険者資格取得日（昭和 24 年 11

月１日）の記載はあるものの、資格喪失日の記載が無い基礎年金番号に未統合

となっている被保険者記録が確認できるところ、元同僚の供述及び申立人の妻

の同社についての詳細な供述等から、当該未統合記録は、申立人の厚生年金保

険被保険者記録であると認められる。 

一方、オンライン記録及びＡ社に係る被保険者名簿により、同社における厚

生年金保険被保険者資格喪失日が確認できる元従業員７人の資格喪失日を見

ると、そのうち、同社が閉鎖されるまで申立人と一緒に勤務したと供述してい

 



 

る元従業員３人の資格喪失日は昭和 26年２月 28日（他の４人は同年同月同日

又はそれ以前）であることから、申立人の同社に係る資格喪失日は同年同月同

日と認められる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、事

業主は、申立人が昭和 24年 11月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得した

旨の届出を社会保険出張所に対し行ったことが認められ、かつ、申立人のＡ社

における資格喪失日に係る記録を26年２月28日に訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については当該未統合記録から、8,000

円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 26年２月 28日から同年４月１日までの期間に

ついて、申立人は、「当該期間についても、Ａ社に勤務していた。」と主張し

ている。 

しかしながら、Ａ社は既に解散し、申立期間当時の事業主（申立人の親族）

も死亡していることから、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保

険の加入状況等について確認することができない。 

また、前述の申立人と一緒に勤務したと供述している元従業員３人は、「Ａ

社は昭和 26 年２月に閉鎖された。」と供述している上、Ａ社に係る被保険者

名簿を見ると、「標準報酬等級並に適用年月日」欄に「27．８」と記載されて

いるものの斜線により取り消され、欄外には「政決取消 26 年２月に倒産と

思われる。」との記載が確認できるところ、事務センターは、「同社から標準

報酬月額の届出が無いため、一旦、27 年８月に職権で標準報酬月額を決定し

たものの、その後の事業所調査で同社の実体がないことを確認したことから、

26 年２月に倒産したと判断し標準報酬月額の決定を取り消したものと考えら

れる。」と回答していることから、同社は、当該期間に業務を停止していたこ

とがうかがえる。 

このほか、申立人が申立期間のうち、昭和 26年２月 28日から同年４月１日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを示す関連資料は無く、ほかに申立人が当該期間に係る同保険料を事業主に

より給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 26 年２月

28 日から同年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4648 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年７月７日

は 47万円、同年 12月 10日は 60万円、16年７月 13日は 50万円、同年 12月

10 日は 60 万 5,000 円、17 年７月８日は 49 万 8,000 円、同年 12 月９日は 64

万円、18年７月 10日は 52万円、同年 12月８日は 66万円、19年７月 10日は

55万円、同年 12月７日は 67万円、20年７月 10日は 55万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月７日  

② 平成 15年 12月 10日 

③ 平成 16年７月 13日  

④ 平成 16年 12月 10日 

⑤ 平成 17年７月８日  

⑥ 平成 17年 12月９日 

⑦ 平成 18年７月 10日  

⑧ 平成 18年 12月８日 

⑨ 平成 19年７月 10日  

⑩ 平成 19年 12月７日 

⑪ 平成 20年７月 10日 

申立期間の標準賞与額が記録されていなかったので調査を依頼したとこ

ろ、賞与支払届が提出され賞与額が登録されたものの、時効により年金給付



 

に反映されない記録となっているので、給付に反映されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書及び預金通帳の写し、並びにＡ事業所から

提出された賃金台帳及び同事業所の回答から、申立人は、事業主により申立期

間の賞与から厚生年金保険料を控除されていたことが認められる。 

また、特例法に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づく記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料の額

及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、

これら標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記の賞与明細書又は賃金

台帳等により確認又は推認できる保険料控除額又は賞与支給額から、平成 15

年７月７日は 47万円、同年 12月 10日は 60万円、16年７月 13日は 50万円、

同年 12月 10日は 60万 5,000円、17年７月８日は 49万 8,000円、同年 12月

９日は 64万円、18年７月 10日は 52万円、同年 12月８日は 66万円、19年７

月 10 日は 55 万円、同年 12 月７日は 67 万円、20 年７月 10 日は 55 万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期

間に係る賞与支払届を提出している上、申立期間に係る保険料を納付していな

いことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立

期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

兵庫国民年金 事案 3029 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和58年７月から62年３月までの期間及び平成２年４月から同年

10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年７月から 62年３月まで 

             ② 平成２年４月から同年 10月まで 

    私は、昭和 58 年７月頃に母親と一緒にＡ市役所に行き国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料は母親が勤務する会社に来ていた金融機関の職員

を通じて納付した（申立期間①）。 

    また、平成２年 11 月の国民年金保険料は督促があったので、遡って納付

したが、同年４月から同年 10 月までは督促が無かったので、保険料は納付

しているはずである（申立期間②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年７月頃に申立人の母親と一緒にＡ市役所に行き国民年

金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料は申立人の母親が納付して

くれ、申立期間②の保険料は申立人自身が納付したはずであると主張している。 

   しかしながら、申立期間①について、国民年金保険料納付の前提となる申立

人の国民年金手帳記号番号は、昭和 62年 11月に払い出されており、Ａ市の国

民年金被保険者台帳によると、申立人の資格取得の届出が同年 10月 13日付け

で行われたことが確認できることから、この頃に申立人に係る国民年金の加入

手続が行われたものと推認でき、58 年７月頃に国民年金の加入手続を行った

とする申立内容とは符合しない。 

   また、申立人は、上記加入手続時点では、申立期間①のうち、昭和 58 年７

月から 60 年６月までは既に時効により国民年金保険料を納付できず、同年７

月から 62 年３月までは過年度納付が可能であったものの、オンライン記録に

おいて、当該期間を過年度納付した記録は見当たらない上、申立人からも遡っ



 

て保険料を納付したとの主張は無い。 

   さらに、申立期間②について、Ａ市の国民年金被保険者台帳によると、申立

人の第３号被保険者への種別変更の届出が平成３年３月 15 日付けで行われて

いることが確認できることから、申立人は、この時点で申立期間②の国民年金

保険料を現年度納付することが可能であったものの、同被保険者台帳において

現年度納付した記録は見当たらず、オンライン記録において過年度納付した記

録も見当たらない。 

   加えて、申立人は、申立期間②直後の平成２年 11 月の国民年金保険料につ

いて、当該保険料を時効直前の４年 12月 22日に納付していることがオンライ

ン記録により確認できるが、この時点では申立期間②は既に時効により保険料

を納付することができない。 

   このほか、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにおいて、申立人の氏

名をＢ県内で検索したが、上記とは別の同手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらず、申立人及びその母親が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付

したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①

及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

兵庫国民年金 事案 3030 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年７月から５年３月までの国民年金保険料については、追納

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年７月から５年３月まで 

    私は、平成４年７月頃、会社を退職後、Ａ市役所において、国民年金加入

手続を行い、申立期間の国民年金保険料の免除申請を行っていた。 

    平成 14 年頃、役所から納付していない期間の国民年金保険料を追納する

ことができるとの連絡を受け、金融機関の窓口で追納した。追納後、電話で

確認したところ、未納分が残っているとのことであったので、再度、追納し

た。その後、確認を行ったところ、「未納は全て無くなった。」と回答を得

たと記憶している。 

    しかし、申立期間が未納とされており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を平成 14 年頃に金融機関で追納した

と主張している。 

しかしながら、申立人が、申立期間の国民年金保険料を追納するためには、

申立期間が免除期間とされていることが必要であるが、国民年金手帳記号番号

払出簿によると、国民年金保険料免除の前提となる申立人の同手帳記号番号は、

平成５年４月に払い出されており、Ａ市の国民年金収滞納一覧表の「異動理由」

欄に同年７月と記載されていることから、申立人はこの頃に国民年金の加入手

続を行ったものと推認され、この時点では申立期間は既に免除申請できる期限

を経過しており、申立人は、申立期間の免除申請ができなかったものと考えら

れ、Ａ市の国民年金収滞納一覧表及びオンライン記録にも、その形跡は見当た

らない。 

なお、申立人は、平成５年４月から６年９月までについて、所持する納付書

において 13 年 10 月以降に、２度発行された納付書により５回に分けて、計

18か月 25万 9,890円の国民年金保険料を追納していることが確認できる。 



 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を追納していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 3031 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56年４月から 62年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年４月から 62年３月まで 

    私が短期大学を卒業後の昭和 56 年４月頃、父親から国民年金に加入する

ように勧められ、Ａ町役場で加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料

については、加入当初は父親に出してもらい、その後は、アルバイトの収入

で保険料を納付した。その領収書は処分してしまったが、申立期間の保険料

を納付したはずであるので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、短期大学を卒業後の昭和 56 年４月頃、申立人の父親に勧められ

てＡ町役場で国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を同町役

場で納付していたと主張している。 

しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 62 年９月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出

簿により確認できることから、この頃に国民年金の加入手続が行われたものと

推認され、申立内容とは符合しない上、この時点では、申立期間のうち、60

年６月以前については既に時効により保険料を納付できない期間である。 

また、上記の国民年金加入手続時点では、申立期間のうち、昭和 60 年７月

以降の期間については国民年金保険料を過年度納付することは可能であった

ものの、申立人から遡って保険料を納付したとの主張も無い上、オンライン記

録において、申立期間に係る国民年金保険料納付の記録は見当たらない。 

さらに、申立人の氏名について複数の読み名で検索を行うも、上記とは別の

国民年金手帳記号番号は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



 

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 3032 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年８月から 54年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年８月から 54年 12月まで 

    昭和 41年７月頃、自宅（Ａ県Ｂ市）にやってきた社会保険事務所（当時）

の職員に国民年金に加入するようにと言われ、翌月、Ｃ県Ｄ町（現在は、Ｅ

市）に転居した際、真夏中 40 分もかけて、子供を乳母車に乗せガタガタ道

を歩いて、同町出張所で、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納

付し、その後は自宅で集金人に保険料を納付してきた。 

    役所に何度も足を運び、調査したが申立期間の年金記録が見当たらず、納

得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 41 年７月頃に社会保険事務所の職員に国民年金に加入する

ように言われ、翌月、Ｄ町で国民年金に加入し、申立期間の国民年金保険料を

納付していたと主張している。 

しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の１回目の国民年金

手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿によると、Ｄ町で払い出されて

いるが、Ｅ市の被保険者名簿及びオンライン記録において、同手帳記号番号で

の保険料の納付記録は見当たらない。 

また、申立人に対しては２回目の国民年金手帳記号番号が国民年金手帳記号

番号払出簿により、昭和 54年 10月にＦ市で払い出されており、同市の国民年

金収滞納一覧表には、国民年金の被保険者資格取得日が 55年１月 26日と記載

されていることから、当該時点では、申立期間は国民年金に未加入の期間と取

り扱われていたことが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ



 

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 3033（事案 847の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年４月から 41年３月までの期間、42年 10月から 46年 12

月までの期間、55年 10月から 56年３月までの期間、同年６月から同年 12月

までの期間、58 年４月から同年６月までの期間及び 59 年４月から 60 年６月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月から 41年３月まで 

             ② 昭和 42年 10月から 46年 12月まで 

             ③ 昭和 55年 10月から 56年３月まで 

             ④ 昭和 56年６月から同年 12月まで 

             ⑤ 昭和 58年４月から同年６月まで 

             ⑥ 昭和 59年４月から 60年６月まで 

私がＡ県Ｂ市に住んでいた時は、私の店がある市場に、女性の集金人が国

民年金保険料を集めに来ていたので間違いなく納付していた。集金人は市場

の他の店舗にも集金に訪れ、私の店にも必ず回ってきていたので払っていな

いはずがない。Ｃ市に移ってからの分については、集金人が来ないので、役

所に手続に行って納付書を作ってもらって納付した。少しでも多く年金をも

らいたかったので、できるだけ遡って納付した。 

しかし、前回の申立内容が認められず納得できないので再申立てする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについて、ⅰ）当該期間の国民年金保険料については

申立人の夫も未納であること、ⅱ）ほかに当該期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらないことなどから、既に当委員

会の決定に基づき、平成 21年２月 12日付けで、年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

今回、申立人は、前回の申立内容が認められず納得できないとして再申立て

を行っている。 



 

しかしながら、申立人の再申立内容からは、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる事情は認められず、当委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間の

国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 3034 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年７月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年７月から 61年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、夫が期別ごとに役場か銀行の窓口で納付し、

半券が領収書になっていたように思う。申立期間の保険料を納付していたの

で、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、申立人の夫が期別ごとに納

付していたと記憶していると主張している。 

   しかしながら、申立人が所持している年金手帳の「国民年金の記録（１）」

欄に、昭和 58年７月５日から 61年４月１日までについて、任意加入被保険者

期間の記載が見られるものの、当時の国民年金被保険者台帳である特殊台帳に

よると、申立人は、58 年７月５日に国民年金被保険者資格を喪失し、同年７

月の納付欄には「この月から不要」の押印が確認できることから、申立期間に

ついて国民年金の被保険者として管理されておらず、申立人の夫は、申立期間

の国民年金保険料を納付できなかったものと考えられる。 

   なお、申立人に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料を納付していた

とする申立人の夫についても、申立人と同日の昭和 58 年７月５日に国民年金

被保険者資格を喪失していることが特殊台帳及びＡ県Ｂ郡Ｃ町の国民年金被

保険者名簿により確認できる（オンライン記録では、平成 18年 10 月 20日付

けで、昭和 58年７月５日から同年４月２日に訂正されている。）。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付するには、基礎年金番号と

は別の国民年金手帳記号番号が払い出されていることが必要であるが、国民年

金手帳記号番号払出簿検索システムにおいて、申立人の氏名を複数の読み方で

検索したが、申立人に別の同手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

   さらに、申立人の夫及び申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したこと



 

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 3035 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63年５月から同年 12月までの国民年金保険料については、免

除されていたこと、及び追納していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年５月から同年 12月まで 

    私が 20 歳になった際、国民年金の加入手続を行い、当時学生であったた

め母親が国民年金保険料の免除申請を行い、その後、追納したはずであり、

この加入当初の８か月が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった際、国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民

年金保険料については、申立人の母親が免除申請を行い、その後に追納したと

主張している。 

   しかしながら、国民年金番号払出表によると、国民年金保険料納付の前提と

なる申立人の国民年金手帳記号番号は、平成３年４月にＡ県Ｂ市で払い出され

ていることが確認できることから、申立人はこの頃に国民年金の加入手続を行

ったものと推認でき、当該加入手続時点において、申請日の属する月の前月か

ら可能な保険料の免除申請は、既に申立期間について行うことができず、申立

人の母親が免除申請を行い、追納したとする申立内容とは符合しない。 

   なお、申立人は、昭和 62 年４月から平成２年９月まで、４年制大学に在籍

していることが確認できるところ、学生免除の制度は、学生が国民年金の強制

加入被保険者となった平成３年４月に設けられたものである。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにおいて、Ｃ県、Ａ県、Ｄ

県及びＥ県内で申立人の氏名を複数の読み方で検索したが、申立人に別の国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申立人が申立期間の

国民年金保険料を免除されていたこと、及び追納していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）並びに周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたこと、及び追納し

ていたものと認めることはできない。 



 

兵庫国民年金 事案 3036 
 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年８月から８年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年８月から８年３月まで 

    私は、平成 12 年３月に事業所を退職して厚生年金保険から国民年金への

切替手続をＡ市役所で行った際に、申立期間の国民年金保険料が未納である

ことを指摘され、後日、送付されてきた納付書で同年５月頃、コンビニエン

スストアで５、６万円の保険料を納付した。領収書は処分してしまったが、

申立期間の保険料を納付したはずであるので調査してほしい。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 12 年３月に事業所を退職して厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続をＡ市役所で行い、納付書により同年５月頃申立期間の国民年金保

険料をまとめて納付したと主張している。 

しかしながら、オンライン記録において、平成 12年５月 17日に申立期間の

国民年金被保険者資格の得喪記録が追加入力されていることが確認できると

ころ、申立人が国民年金への切替手続を行ったとする上記の時点（平成 12 年

５月）では、申立期間は既に時効により国民年金保険料を納付できない期間で

ある。 

なお、申立人は、申立期間の国民年金保険料をコンビニエンスストアで納付

したとしているが、コンビニエンスストアで保険料が納付できるようになった

のは平成 16年２月以降であり、申立内容とは符合しない。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにおい

て、申立人の氏名について婚姻前の姓を含めて複数の読み名で検索を行うも、

国民年金手帳記号番号は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 3037 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10年 12月から 13年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年 12月から 13年３月まで 

    私は、大学在学中に 20 歳になったので、市役所で申立期間に係る免除の

申請を行い、当該申請は承認されていたにもかかわらず、申立期間が未納と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、大学在学中に 20 歳になったので、市役所で申立期間に係る国民

年金保険料の免除申請を行い、当該申請が承認されていたと主張している。 

しかしながら、申立人は、オンライン記録において、20 歳到達により基礎

年金番号が付番されていることは確認できるものの、学生免除及び学生納付特

例の申請を行った形跡は見当たらず、Ａ市の国民年金被保険者名簿の記録と一

致する。 

また、オンライン記録において、申立人に対し平成 14年６月 12日に申立期

間の一部に係る納付書が作成されていることが確認できることから、12 年５

月以降の国民年金被保険者期間において国民年金保険料の未納期間があった

ものと推認されるが、当該期間の保険料を納付した形跡も見当たらない。 

さらに、申立人に対し、別の基礎年金番号が払い出された形跡は見当たらず、

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料（免

除承認通知書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を免除されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



 

兵庫国民年金 事案 3038 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から４年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から４年３月まで 

私は、平成３年から学生も国民年金に強制加入となったため、父親が国民

年金の加入手続を行い、保険料も納付したと聞いていたにもかかわらず、申

立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年４月から学生も国民年金に強制加入となったため、申立

人の父親が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付して

くれていたと主張している。 

   しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿によると、国民年金保険料納付

の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は平成５年３月に払い出されて

おり、Ａ市の納付記録における新規資格取得の入力日から、同年２月頃に申立

人に係る国民年金の加入手続が行われたものと推認され、この時点で、４年４

月からの保険料を納付していることが確認できるものの、同市の納付記録及び

オンライン記録において、申立期間の保険料を過年度納付した形跡は見当たら

ない。 

   また、申立人の父親及び申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人の国民年金の加入手

続を行い、保険料を納付したとする父親は既に死亡していることから、当時の

納付状況等について供述を得ることができず、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4649（事案 3797の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年９月１日から 30年 12月１日まで 

      ② 昭和 31年６月 30日から 33年３月 30日まで 

昭和 27 年頃から、季節の変わり目や冬季に１回から３回ほど発症してＡ

病院で治療を受けており、申立期間①において、Ｂ社（昭和 31 年２月にＣ

社に、43 年３月にＤ社に名称変更）の健康保険証を使用していたことは間

違いないので、再度、審議検討してほしい。 

また、申立期間②についても、前回の結果に納得できないので再調査して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①に係る申立てについては、ⅰ）Ｄ社から提出のあったＢ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届の控えにより、申立人は、昭和 30

年 12 月１日に同被保険者資格を取得したことが確認でき、同社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）及び申立人の

厚生年金保険被保険者台帳（以下「旧台帳」という。）の記録とも一致してい

ること、ⅱ）当該期間に係る厚生年金保険被保険者記録を有する元従業員に照

会したものの、申立人の厚生年金保険への加入状況を確認できる証言や証拠は

得られない上、複数の元従業員が、「同社には試用期間があり、その期間は厚

生年金保険に加入していなかった。その後、勤務成績により正社員に採用され、

厚生年金保険に加入した。」と証言していることから、同社では、従業員を入

社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなく、相当期間経過後に加入

させる取扱いであったと考えられること、また、申立期間②に係る申立てにつ

いては、申立人は、Ｅ療養所入院時（31 年６月頃）に、Ｃ社の元部長から、

「被保険者資格を喪失することになると思うが、それでも治療は受けられ、傷



 

病手当金も支給されるので損をすることは無いと言われた。」旨を供述してい

るところ、Ｃ社に係る被保険者名簿及び旧台帳により、申立人が 31年６月 30

日に同社に係る厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが確認できる

こと等から、当委員会の決定に基づき、年金記録の訂正のあっせんは行わない

との判断を行った旨、平成 23年７月 19日付けで通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、申立期間①について、「昭和 27 年頃

から季節の変わり目や冬季に発症してＡ病院で治療を受けており、申立期間①

の頃にはＢ社で取得した健康保険証を使用していた。また、31 年６月頃には

同病院で２日間ほど入院後、Ｅ療養所に移送された。」と主張しているところ、

申立人を同病院から同療養所に移送したとする当時の友人も、「時期は覚えて

いないが、申立人を同病院から同療養所まで連れて行った。」と証言しており、

申立人が同病院で診療を受けていたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ病院は、「保存期限経過により申立人に関する記録は残っ

ていない。」と回答していることから、申立人が同病院でＢ社に係る健康保険

証を使用していたとする時期を特定することができない。 

また、申立人が記憶する元同僚を含めＢ社に係る厚生年金保険被保険者記録

を有し、新たに連絡先の判明した元従業員３人に照会したものの、申立人の申

立期間①における厚生年金保険への加入状況を確認できる証言や証拠は得ら

れない。 

さらに、申立期間②については、新たな資料及び情報の提出は無く、そのほ

かに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



 

兵庫厚生年金 事案 4650 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 19年 10月１日から 23年３月 15日まで 

私は、昭和 18年１月から 23年３月までの間、Ａ事業所に勤務したが、私

の厚生年金保険被保険者記録を見ると、Ａ事業所における申立期間の被保険

者記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「青年学校を卒業する前の昭和18年１月から23年３月までの間、

Ａ事業所に勤務していた。」と主張しているところ、同級生である元同僚の供

述、申立人から提出のあった卒業證及び申立人の申立期間当時の詳細な供述か

ら、申立人は、青年学校の卒業を待たずにＡ事業所に勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、Ａ事業所は、厚生年金保険の適用事業所としては確認できな

い上、同事業所の所在地を管轄する法務局にも商業登記に係る記録が無いこと

から、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の加入状況等について確認するこ

とができない。 

一方、法務局の「Ａ事業所の所在地に類似事業所としてＢ事業所が確認でき

る。」とする回答などを踏まえると、Ａ事業所は、19年３月のＢ事業所（合併

等により、現在は、Ｃ事業所が事業を継承）の設立に伴い、Ｄ事業所とともに、

統合されたものと考えられるところ、申立人は、元同僚の供述等から、移籍時

期は不明であるもののＢ事業所に引き続き勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｃ事業所は、「Ｂ事業所の事業継承先は当事業所であるが、

合併等により、申立期間当時の資料は廃棄し保管していないことから、当時の

調査を行うことは不可能である。」と回答しており、申立人の申立期間に係る

厚生年金保険への加入状況等を確認することができない。 

また、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、当該

 



 

Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 19年 10月１日から 23年

３月 15日までの期間に申立人の氏名は確認できない上、申立人が記憶する 11

人の元同僚のうち、申立人がＡ事業所出身者と記憶する８人（申立人が申立期

間当時の事業主と記憶する元同僚を含む。）については、全員、申立人と同様、

当該期間における被保険者記録が確認できず、申立人がＤ事業所の出身であり

合併後一緒に勤務したと記憶する３人についても、そのうち一人は、当該期間

の一部に被保険者記録は確認できるものの、他の二人は、被保険者記録を確認

することができない。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者臺帳によると、昭和 23年３月

にＥ事業所において被保険者資格を取得していることが確認できるものの、申

立期間における被保険者記録が確認できず、オンライン記録と一致している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る

厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4651 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録訂正を認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 16年 12月 15日 

② 平成 17年３月 15日 

             ③ 平成 18年 12月 15日 

             ④ 平成 19年３月 15日 

             ⑤ 平成 19年７月 14日 

             ⑥ 平成 19年 12月 14日 

             ⑦ 平成 20年３月 14日 

私は、Ａ社に勤務しているが、申立期間に支給された賞与から厚生年金

保険料が控除されているのに、年金記録に反映されていない。調査の上、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった賞与台帳等によると、申立人は、申立期間①、②、③、

④、⑤、⑥及び⑦において支給された賞与から厚生年金保険料が控除されてい

ることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社の事業主及び役員ではないものの同社の事務責任者であ

る申立人は、「申立期間当時、当社に係る社会保険事務等は私が担当していた。」

と供述している上、申立人の妻及び申立期間当時の同社の元従業員も、「申立

期間当時、当社の社会保険事務は申立人が一人で担当していた。」と供述して

いることから、申立人は、申立期間当時、同社における社会保険事務担当者と

して、社会保険事務全般の執行に当たっていたことが推認できる。 

また、申立人は、「Ａ社は、申立期間当時資金繰りが苦しく、従業員に賞与

を支給すると資金不足となり、社会保険事務所（当時）に納付する賞与分の保

険料を支払うことができないことから、申立期間に係る健康保険・厚生年金保



 

険被保険者賞与支払届を同事務所に提出していなかった。」と供述している。 

これらの事情等を総合的に判断すると、Ａ社における事業主及び役員ではな

いものの、社会保険事務の担当者であり、当該事務全般の執行に当たっていた

申立人が自らの標準賞与額に係る記録の訂正を主張することは信義則上許さ

れず、申立期間①、②、③、④、⑤、⑥及び⑦における標準賞与額に係る記録

の訂正を認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4652 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年７月 31日から同年８月１日まで 

私は、昭和 61年７月 31日までＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業部に勤務した

ので、厚生年金保険の資格喪失日は同年８月１日のはずである。厚生年金保

険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録によると、申立人のＡ社Ｃ事業部における離職日は、昭和

61年７月 31日であることから、申立人が申立期間において、同事業部で勤務

していたことは確認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、「会社の再編、合併等により、Ａ社Ｃ事業部当時の

資料は保管されておらず、申立期間当時の厚生年金保険の届出の状況や保険料

控除等については不明である。」と回答しており、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険の加入状況及び保険料控除について確認することができない。 

また、Ａ社Ｃ事業部の申立期間当時の社会保険事務担当者は連絡先不明のた

め、当時の状況を確認することができない上、申立期間当時、同事業部の経理

事務を担当していたとする者は、「同事業部の給与は月末締め、当月 25日支払

であり、保険料は翌月控除だった。退職月に係る社会保険料を控除する必要が

ある場合、２か月分の保険料を退職月に控除するか、事務の締切りに間に合わ

ない場合、間に合わない１か月分を別に現金徴収することがあったが、申立人

の退職月の保険料控除がどのようであったかは分からない。」と証言している。 

さらに、Ａ社Ｃ事業部に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立人の前後の被保険者 106人のうち、申立人の資格喪失日の前後１年程度の

期間内に被保険者資格を喪失している者は 18 人（直後に関連事業所において

再取得している者を除く。）確認でき、このうち喪失日が１日付けの者が３人、



 

月の末日の者が申立人のほかに１人確認できることから、これら４人に文書照

会したところ、喪失日が月の末日の者からは回答が得られない上、喪失日が１

日付けの３人のうち１人から回答が得られたものの、当該元従業員は自身の退

職日や退職月に係る保険料控除等については記憶しておらず、退職月における

保険料控除の状況等について確認することができない。 

このほか、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4653  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年２月１日から 34年 12月 19日まで 

Ａ年金事務所からの回答によると、脱退手当金を昭和 35 年２月 23 日に

同事務所で支払ったとあるが、その時期には、私は既にＢ県の実家に帰って

おり、受け取れるはずがない。同時期にＣ社（適用事業所名は、Ｄ社）を退

職した同僚の脱退手当金について、年金記録確認第三者委員会から調査の手

紙を受け取ったので、他の元同僚に問い合わせたところ、もらっていないと

のことであった。このことから、退職した人のほとんどは脱退手当金を受け

取っていない。私も脱退手当金をもらった覚えはないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、Ｄ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日か

ら約２か月後の昭和 35年２月 23日に支給決定されている上、脱退手当金の支

給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に

は、脱退手当金の支給決定日の約 20 日前の同年同月４日付けで、脱退手当金

の算定のために必要となる標準報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手

当金の裁定庁へ回答したことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の前

後に記録されている女性のうち、申立人が厚生年金保険の資格を喪失した日

（昭和 34年 12月 19日）の前後約１年以内（33年 12月から 35年 12月まで）

に資格を喪失した者 19人（申立人を含む。）について調査したところ、17人

に脱退手当金の支給記録が確認でき、このうち 14 人の支給決定日は資格喪失

日から６か月以内である上、支給決定日が同一日の従業員が４組（８人）確認

できること、及び当時は通算年金制度創設前であることを踏まえると、事業主



 

による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4654 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年７月から 46年８月まで 

私の厚生年金保険の記録では、昭和 41 年 10 月の標準報酬月額は「30 千

円」となっているが、私が保管するＡ社（現在は、Ｂ社）の厚生年金保険被

保険者台帳によると同年の標準報酬月額は「33千円」と記載されている。 

また、昭和 42年 10月から 43年７月までの標準報酬月額は「39千円」と

なっているが、上記台帳によると昭和 42年度は、「39千円」及び「48千円」

と記載されていることから、標準報酬月額が二度改定されたものと考えられ、

42年度のある時期から４万 8,000円と思われる。 

さらに、申立期間当時、入社後 10 年ほどは、同期入社者の給料について

は大差が無く、同期入社者の間で標準報酬月額に差がつくとは考え難いが、

同期入社の同僚の標準報酬月額と私の標準報酬月額を比較したところ、申立

期間における標準報酬月額に差が見られる。 

申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について主張している。 

しかしながら、Ｂ社は、「当時の資料は保管していない。」と回答しており、

申立人の申立期間における給与支給総額及び厚生年金保険料控除額について

確認することができない上、Ａ社Ｃ支店、同社Ｄ支店及び同社Ｅ支店において、

申立人がそれぞれの支店に在籍していた期間に、厚生年金保険被保険者記録を

有し連絡先の判明した 79人に照会し、51人から回答を得たところ、21人が「給

与支給額と標準報酬月額は一致する。」（残りの 30人は不明と回答）、19人

が「標準報酬月額に見合う保険料が控除されていた。」（残りの 32 人は不明

と回答）と証言しており、このうち同社Ｃ支店の元事務担当者は、「従業員の

給与から控除した社会保険料の預り金が、余ったり不足したりしたことはな

い。」、同社Ｄ支店の元事務担当者は、「従業員の給与から社会保険事務所（当



 

時）に届出した標準報酬月額に見合う保険料を控除していた。意図的に社会保

険料控除額を操作するようなことはしていない。」と証言している。 

また、申立人は、「私が保管しているＡ社の厚生年金保険被険者台帳におい

て、昭和 41年度は「33 千円」と記載されていることから、同年度中に、標準

報酬月額が３万 3,000円に引き上げられたはずである。」と主張しているとこ

ろ、Ｂ社では、「被保険者台帳における 41年度の「33千円」との記載につい

ては、昭和 41 年８月１日の時点で申立人が在籍していたＣ支店が、同年の算

定基礎届において、申立人の平均報酬月額を３万 3,000円とする届け出を行っ

た際に、当該届書の控えから申立人の厚生年金保険被保険者台帳に記入したと

思われるが、申立人は、直後の同年同月 22 日にＤ支店に転勤し、Ｃ支店が提

出した算定基礎届に係る標準報酬月額の定時決定前であり、かつ、残業代等も

不明だったため、Ｄ支店では、申立人の資格取得手続を行う際、40 年に定時

決定された申立人の標準報酬月額である３万円を届け出たと思われる。」と回

答している。 

さらに、申立人は、「厚生年金保険被保険者台帳において、昭和 42年度は、

「39 千円」及び「48 千円」と記載されていることから、同年度中に標準報酬

月額が二度改定されたものと考えられ、同年度のある時期から標準報酬月額は

４万 8,000円と思われる。」と主張しているところ、オンライン記録によると、

昭和 42年 10月に申立人の標準報酬月額が３万 9,000円に改定されていること

が確認できることから、「48 千円」との記載は、同年同月以降の改定に係る

ものであることがうかがえるところ、Ｂ社から提出された申立人に係る社員台

帳によると、申立人の給与は、同年７月 17日の定例給与改定以後、43年４月

１日まで改定されていないことから、42 年 10 月の定時決定以降、昭和 42 年

度中において、申立人の標準報酬月額を改定する事情は見当たらない上、同社

は、「申立人の標準報酬月額が３万 9,000 円に改定されているのが昭和 42 年

10月であるなら、被保険者台帳における「39 千円」は同年の定時決定を示し、

それ以後、43 年４月まで給料の改定は無いことから、昭和 42 年度中に４万

8,000 円に改定されることは無いはずである。厚生年金保険被保険者台帳は、

毎年、記載されるべきものであるので、43 年度の記入が無いことを踏まえる

と、「43」と書くべきものを「42」と書き間違えたのではないか。」と回答し

ている。 

加えて、申立人は、「申立期間当時、入社後 10 年ほどは、同期入社の者の

給料については大差が無く、同期入社の者の間で標準報酬月額に差がつくこと

は考え難い。」と主張しているところ、Ｂ社は、「各本支店別と担当部署によ

り、残業、通勤交通費等各個人に相違がある。」と回答しており、Ａ社Ｃ支店

の元事務担当者は、「当時は、残業がものすごく多く個人差があった。」、同

社Ｄ支店の元事務担当者も、「残業代や通勤交通費などを含むなら、標準報酬

月額に差があることは、同期入社の方同士でも考えられる。」と証言している

上、オンライン記録により、申立人が名前を挙げた同期の従業員一人、及び申

立人と同様、昭和 37 年４月にＡ社のＦ地区の支店において厚生年金保険被保



 

険者資格を取得している申立人と同年度生まれの６人の標準報酬月額の推移

を比較したところ、標準報酬月額及び標準報酬月額の改定月は、いずれも区々

となっている上、申立人の標準報酬月額のみが他の従業員の取扱いと異なり、

低額であるとの事情は見当たらない。 

その上、Ａ社Ｃ支店及び同社Ｄ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿、並びに同社Ｅ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認しても、

申立期間に係る申立人の標準報酬月額はオンライン記録と一致する上、遡って

訂正されている等の不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が、申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


